H27　低炭素技術イノベーション創出事業　公募提案書　（応募様式2－１）

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（途上国向け低炭素技術イノベーション創出事業）
実施計画書
	事業名
	

	事業実施の団体名
	＊代表事業者を記載する。

	事業実施の担当者（代表事業者）
	事業実施の代表者
（責任者）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	所在地

	
	
	＊　部署名・役職を記入する。
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	事業実施の担当者（事業の窓口となる方）

	
	氏名
	事業者名・役職名
	備　　考

	
	
	＊　部署名・役職を記入する。
	

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	事業の主たる実施場所
	※実際に補助事業を行う場所（図面を添付する）

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	役職名
	電話・FAX番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	＜開発・実証の体制・組織＞

	№
	開発内容等の名称
	氏 名
	所属機関・役職名等
	H27年度開発経費
	H27
ｴﾌｫｰﾄ

	
	
	
	
	  (千円)


	　(%)



	注１　本計画書に、記入内容の根拠資料等を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。


	＜事業の実施体制＞

	＊　共同事業者や補助事業者内の施工監理や経理等の体制を含めた補助事業の実施体制について、事業期間が複数年度にまたがる場合は、年度別に記入すること。（別紙添付でも可）。


	＜本事業の目的・概要＞

	【概要】
· 事業の概要について、簡潔に記載すること（200文字程度）。


	【背景・目的】

＊　途上国向け低炭素技術イノベーション創出事業の目的を踏まえ、関連する国内外の技術開発・普及動向など、応募の背景について具体的かつ簡潔に記入すること。

＊　上記の背景を踏まえ、本事業の目的、事業期間中に直接的に達する目標（アウトプット）を記入すること。


	＜技術及びリノベーションの内容＞

	【対象とする国・地域の概要】
· 当該国・地域の市場、需要、規制・制度、慣習、資源制約や対象とする低炭素技術の普及状況等を記入。
· 対象とする低炭素技術について、日本国内との諸条件の違いについて記入すること。
【対象とする低炭素技術の概要及び国内における活用状況】
· 当該技術の適用分野、エネルギー起源CO2排出量削減効果、実績（普及状況等）について記入すること。
【リノベーション及び実証の計画・方法】
· 当該技術を用いた製品のリノベーション及び実証の計画・方法について具体的に記述すること。
· 枠内に適宜図表を挿入して構わない。ただし、ファイル容量を抑えるよう最大限努力すること。
· リノベーションを行う場所、実証を行う場所を記入すること。当該実証を行う場所が国外である場合、国内では実証に必要な試験又は検証を行うことができない理由を記入すること。
· 補助対象期間（3年以内）を記入すること。
· リノベーション内容毎に、事業開始当初の状況と本年度の実施内容と成果目標について、下記の表に簡潔に記載すること。
リノベーション内容及び

最終目標

事業開始当初の状況

平成27年度の実施内容及び

成果目標

1.

2.

3.

【対象とする国・地域における事業化・普及の見込み】
· リノベーションを行う技術の事業化の見込み時期及び事業化に至るまでに必要なステップを記入すること。
· 当該技術が、事業化された後に普及する見込みについて、いつまでにどの程度普及するのかの見込みを根拠と共に記入すること。
· 副次的効果があれば、あわせて記載すること（任意）。
【その他】
· 関連する論文・特許等参考情報があれば具体的に記入すること。
· 対象国・地域以外における事業化・普及の見込みや、日本国内での技術イノベーションへ及ぼす影響等の見込みがあれば、記入すること。



	＜事業の効果＞

	【エネルギー起源ＣＯ２排出削減効果】
＊【エネルギー起源CO2削減効果の算定根拠】により算定したCO2削減量を記入すること。
＊　その他の温室効果ガスの削減効果がある場合には、別途、記入しても良い（任意）。

（１）事業による直接効果
・・・ＣＯ２トン／年
（２）事業による波及効果
　①2020年度のＣＯ２削減量

・・・ＣＯ２トン／年
　②2030年度のＣＯ２削減量

・・・ＣＯ２トン／年
（３）補助金額に対するＣＯ２排出削減効果

   ※補助金額（2年計画の場合2年分）を、（２）で算出した①及び②の数値で除した数値を記入する

　①・・・・円／トンＣＯ２

　②・・・・円／トンＣＯ２

【エネルギー起源ＣＯ２排出削減効果の算定根拠】

※「別添のとおり」と記入し、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年７月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」及び「集計ファイル」）により、事業の直接効果及び波及効果を算定した上で、同ファイルを添付すること。
　　なお、エクセルファイルにおける「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。
【エネルギー起源ＣＯ２排出削減コストとその算定根拠】

※【エネルギー起源ＣＯ２削減効果】（１）及び（２）のＣＯ２削減量１トンを削減するために必要なコスト（円／ｔＣＯ２）について、イニシャルコスト及びランニングコストの別に算出し、記入する（任意）。また、それらの算定根拠を記入すること。ここで、（１）については本事業における補助対象経費がイニシャルコストで運転経費がランニングコスト、（２）については普及後の設備1台あたりの製作費がイニシャルコストで運転経費がランニングコストをそれぞれ指す。


	＜事業費（概算）＞

	平成27年度

平成28年度

平成29年度

工事費

設備費

業務費

事務費

合計

· 事業期間が複数年にまたがる場合は、年度別の補助事業の事業費（概算）及び想定される経費区分・費目を記入する。

	＜資金計画＞

	＊　補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画又は調達方法を、事業期間が複数年度にまたがる場合は年度別に記入する。


	＜補助対象経費に含まれる設備・機器類の調達先＞

	①　補助事業者自身　　　　　　　　　　　②　100%同一の資本に属するグループ企業　　
③　補助事業者の関係会社　　　　　　　　④　①から③以外
※いずれかに○を付ける。

	＜事業実施に関連する事項＞

	【他の補助金との関係】
＊国内の他の補助金等への応募状況を記入する。補助金等への応募等がある場合は、事業面・資金面での重複がないか、説明を記入する。
【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項】
＊　補助事業遂行上、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項について記入する。
【設備の保守計画】
＊　導入する設備の保守計画を記入する。


	＜事業実施スケジュール＞

	＊　事業の実施スケジュールを【様式2-2】を用いて作成すること。事業期間が複数年度に亘る場合には、全工程を含めた実施スケジュールとし、事業内容と照らし合わせ、何をどこまで実施するのかが明らかに分かるように記入する。また、後年度負担額も参考記入する。




